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陣が連合会館から出発した。その模様は
NHKのお昼のニュースで全国放送された。
震災から20日後であった。後にも先にもこん
なに濃縮された20日間は記憶にない。

被災地での活動
　活動開始数日後、現地スタッフから連絡
が入る。被災したお宅の泥出しなどの活動
をしていた時に、家主さんからお団子を出し
てもらったというのだ。丁重にお断りしたの
だが、どうしてもという。頂戴しないと失礼
にあたるのでもらってもいいかという相談で
あった。
　ボランティアを行う際には「被災地に迷惑

をかけない」が大原則。被災地は食料が不
足しており、ボランティアはそれに手を付け
ることがあってはならない。そのことを徹底
していた。そんな中での出来事。家主さん
のお気持ちは有難い。しかし、他のボランテ
ィアがそれを見た時、どのように映るのか気
になった。活動の記録のために最低限の写
真は撮るようにしたが、被災地の写真を撮
ったことで他のボランティアとトラブルにな
った事例もあった。いろんなことに気を遣い
ながらの活動であった。
　「被災地・被災者に迷惑をかけない」「現

地の指示に従う」「安全確保」の三原則を徹
底し、ボランティアはするのではなくさせて
もらうという意思統一を図った。現地ではど
のようなニーズがあるか分からない。津波の
あった現場で活動するケースもあれば、バッ
クヤードの作業（内陸地での物資の仕分け、

炊き出しなど）もある。ボランティアの方々
の思いと実際の活動にギャップがあることも
ある。被災者と触れ合い気持ちを通わすこ
とができる活動もあれば、人の目に触れない
活動もある。運営する側にして見れば、原
則をしっかり守りつつも、ボランティアの思
いやモチベーションにも配慮する必要があ
る。組織的なボランティアを継続するために
はそれが欠かせないと考えた。例えば内陸
部である郡山市で物資の仕分けを担当した
チームには、休息日にはバスで被災地に行き
被害の状況を視察した。災害ボランティアに
おいては被災状況をしっかりと見ておくこと
に大きな意味があると考えての対応であっ
た。
　
　福島で海岸沿いの側溝の泥出しをしてい
た時に、通りがかった地元の方がわざわざ
車から出てきてこちらに向かって手を合わさ
れた経験がある。その時は何だか申し訳な
い気持ちになるとともに、少しだけ被災者の
気持ちに触れたような気もした。
　店が流され路上の軽トラックでタバコを販
売していた親子に翌日手製の看板を届けた
ボランティアたち、被災地では流されたもの
はすべてガレキとかゴミとかでしか呼ばれな
い中にあって、「これはガレキやゴミではな
い。被災者の生活の一部だ」というリーダー
の指示のもと、大量のガレキの中からアルバ
ムや通帳、位牌や子どもの名前が入ったぬ
いぐるみなどを丁寧に取り出し、ボランティ
アセンターに届けたボランティアたち、津波

で流され融けた冷凍サンマの悪
臭と闘いながら腐ったサンマ回
収に明け暮れたボランティアた
ち、誰からも声がかからない場
所での側溝泥出しでの現場で高
く積み上げられた土嚢袋の山を
モチベーションに頑張ったボラ
ンティアたち、ボランティアの
申し込みが分からず困っていた
被災者を見るに見かねてその場
の判断で片付け作業をしたボラ
ンティアたち、作業の傍らひた
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図表２－２－２ 　「これまで」と「将来」の分野別不安度

第２編　�全体分析～労働者（正社員）
の仕事と生活への「不安」
と「対応」～

第１章　調査のねらい、方法、回答者の特徴

　本委員会では、労働者パネルを有する（株）インテ
ージリサーチを通じて、アンケート形式のインターネッ
ト調査を実施した。実施期間は2020年１月17日～ 20
日である。調査対象者は、30歳代から60歳代までの
正社員、就職氷河期にあたる40歳代の未婚の正社員
である。性・居住地により生活リスクが異なることを考
慮し、各世代を男女と都市・地方の４つのカテゴリー
に等しく配分した。回答者数は正社員1,678（30歳代
422、40歳代415、50歳代420、60歳代421）、非正社
員421（40歳代・未婚のみ）である。
　アンケート調査の設問は、生活の５分野「労働」「健
康」「家計」「家族」「地域」の計40項目のリスクにつ
いて、①リスクに対する「これまで」の不安、②「将来」

（70歳以降）のリスクに対する不安、③「将来」の不安
に対する対応状況、を回答してもらう形式をとっている。

第２章　�労働者の生活不安と対応

　正社員全体の労働者の生活不安と対応について、
分野別不安度（分野ごとに点数化）をみると、「これま
で」「将来」ともに、家計、労働、健康の分野に対す
る不安が大きく、地域に対する不安が小さい。全体的
には、健康と経済的問題への不安が大きい（図表２－
２－２参照）。
　個別不安度（リスク項目ごとに点数化）をみると、「こ
れまで」の不安度の大きい項目は、労働分野の「将来

の賃金の額」、家計分野の「老後の資金の準備不足」、
「公的年金の受け取り額」、健康分野の「医療や介護
のための費用」である。しかし、「将来」の不安度は、

「これまで」の不安度に比べて、健康分野の「認知機
能の低下」「がん等長期治療・入院が必要な病気」「慢
性疾患や生活習慣病」「肉体的な機能の低下」、家族
分野の「あなたが一人暮らしすること」、地域分野の「商
業施設や金融機関が身近にないこと」などで大きくな
る（図表２－２－４参照）。
　「将来」の不安に対する対応度をみると、すべての
分野について対応が遅れている。
　「将来」の不安度とそれに対する対応度から作成し
た深刻度をみると、健康＞家計と労働＞家族＞地域の
順番になる。リスク項目別では、「老後の資金の準備
不足」「公的年金の受け取り額」「将来の賃金の額」、
ついで「医療や介護のための費用」「老後の資産管理」
といった経済的問題が最も深刻である。

第3章　�世代別にみる生活不安と対応

　世代別にみた「将来」への不安度は、どの分野も若
い世代ほど「これまで」の不安度と比べて大きくなり、と
くにその傾向は健康および地域分野で顕著にみられる。
　「将来」の不安度の世代間格差（「最も大きい世代」－

「最も小さい世代」）は、「これまで」の世代間格差に
比べて全体的に大きい。とくに世代間格差の大きいリ
スク項目は、労働分野の「仕事と生活の両立困難」「仕
事に起因する精神的な疾患や障害」「リストラや失業」

「仕事に起因する身体的な疾患や障害」、家計分野の
「生涯にわたって住まいを確保すること」「教育関連の
費用不足」、家族分野の「親の病気治療や看護、介護」、
地域分野の「子供を育てる環境が整っていないこと」
である。これらの項目はおおむね、不安が40歳代で

大きく60歳代で小さい。
　「将来」の不安への対応度を分
野別にみると、① 家族、労働、
健康では、50歳代までは（とくに
40歳代では）対応が遅れるが、
60歳代になると急に対応が進む、
②地域、家計では、高齢世代ほ
ど対応行動をとる労働者が増加
する、という特徴がみられる。
　深刻度については、①世代に
かかわらず、健康、ついで家計、
労働が大きく、地域が小さい、②
40歳代が健康と経済的問題を中
心にして深刻な世代であり、60歳
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の不安度と比べて大きい。
　「将来」の不安度の世帯収入間格差が大きい項目は、
家計分野で多く、世帯収入の低い層ほど不安が大き
い。
　「将来」の不安への対応度は、①世帯収入にかかわ
らず、地域が対応の進んでいる分野、健康、ついで
労働と家計が対応の遅れている分野、家族が両者の
中間にある分野である、②家族を除くすべての分野で
世帯収入が低い層ほど対応が遅れている。
　深刻度については、①世帯収入にかかわらず、健康、
ついで家計、労働が深刻度の大きい分野、地域が小
さい分野、家族が両者の中間にある分野である、②
健康、労働、家計、地域分野は世帯収入が低くなる
ほど深刻度が大きくなり、家族分野は「300万～ 500
万円未満」で最も大きくなる。深刻度の世帯収入間格
差の大きい項目は、家計分野で多く、深刻度は世帯
収入の低い層ほど大きい。

第７章　ライフスタイル別にみる生活不安と対応

　社会活動への参加状況別（「積極的に参加している」
「ある程度参加している」「あまり参加していない」「ほ
とんど・まったく参加していない」）に、「これまで」と「将
来」の不安度の変化（「将来」－「これまで」）をみると、
おおむね健康、家族、地域は違いが大きく、その程
度が社会活動に消極的であるほど大きくなる分野であ
り、家計と労働は社会活動の参加状況にかかわらず違
いが似た水準の分野である。
　「将来」の不安度の社会活動参加状況間格差の大き
い項目は、労働分野の「将来の賃金の額」、家計分野
の「公的年金の受け取り額」であり、両者に対する不
安は社会活動に消極的であるほど大きい。
　「将来」の不安への対応度は、①社会活動の参加
状況にかかわらず、地域が対応の進んでいる分野、健
康、労働、家計が遅れている分野、家族が両者の中
間にある分野である、②全体的に社会活動に消極的
なほど対応が遅れており、その傾向はとくに健康、労
働、家計で顕著である。
　深刻度について、社会活動参加状況間格差の大き
い項目は、労働の「将来の賃金の額」、家計の「公的
年金の受け取り額」「老後の資金の準備不足」であり、
社会活動に消極的であるほど深刻度は大きい。

第３編　�就職氷河期世代の仕事と生活への
「不安」と「対応」～ 40歳代の
正社員と非正社員との比較～

　ここでは、40歳代の非正社員の生活不安と対応状

況について、40歳代の正社員と比較した。非正社員の
「将来」の不安度は、すべての分野において正社員を
上回り、とくに家計と労働の経済的問題でその傾向が
顕著である。
　非正社員の不安度の変化（「将来」－「これまで」）
をみると、正社員に比べて変化の大きいリスク項目は、

「慢性疾患や生活習慣病」「仕事に起因する身体的な
疾患や障害」「がん等長期治療・入院が必要な病気」
といった健康に関わる項目が中心である。
　深刻度については、いずれの分野も非正社員は正
社員に比べて大きく、とくに家計、健康、労働でその
傾向が顕著である。リスク項目別では、非正社員の深
刻度はほぼすべてのリスク項目において正社員を上回
っている。とくにその傾向は、「生涯にわたって住まい
を確保すること」「定期的な貯蓄や投資をする習慣が
ないこと」「老後の資金の準備不足」であり、住まい
と老後資金の確保が対応面からみて最も深刻な２大リ
スクである。

第４編　個別論点の分析

第１章　�私的年金の加入は、老後不安を軽減
させるのか

　老後の生活不安に対応するには、もはや公的年金の
みに頼ることができず、現役時代からの経済的な備え
が必要である。そこで老後の私的保障となる私的年金
等に注目し、私的年金等に誰が加入しているか、私
的年金等への加入は老後の不安感を軽減させる効果
はあるのかを分析した。
　その結果、①私的年金等の加入は本人の年収より
も家計全体の経済的余裕との関連性が高いこと、②
加入する私的年金等の制度の種類が多いこと、個別制
度では企業型確定拠出年金（ＤＣ）に加入することが、
老後の経済的な不安感、総合的な不安感の低減を生
むということが明らかになった。
　経済的余裕がなく保険料を捻出できない低所得者
層は私的年金等を活用できない、資産選択が個人の
金融リテラシーの力量に委ねられる部分が大きすぎる
という現在の政策的課題に対処するため、金融リテラ
シーの形成や投資相談の支援に加え、行動経済学の
研究成果に基づいた個人行動への政策介入という選
択肢が考えられる。
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「人生100年時代」長寿社会における新たな生き方・暮らし方に関する調査研究報告書（概要）

第２章　�40代と50代の未婚の正社員における生活上の
不安と将来不安～有配偶の正社員との比較～

　現役世代の未婚者が有配偶者と比べて、どのような
生活不安を抱え、老後の生活不安にどのような備えを
しているのか、未婚であることが老後の生活不安を規
定する要因であるのかを明らかにするため、40代と50
代の正社員を対象にして分析を行った。
　「将来」の不安度をみると、すべての分野において、
未婚者は有配偶者よりも不安をもつ人が多く、とくにそ
の傾向は地域分野で顕著である。「将来」の不安への
対応状況については、いずれのリスク項目でも未婚者
は有配偶者よりも対応ができていないという人が多い。
　また、家計、健康、地域分野においては、未婚で
あることが総合的な将来不安の規定要因になっている
ことも明らかになった。
　以上のように、未婚者の生活不安は全般的に有配
偶者に比べて強く、とくに配偶者や子供のいないこと
から生じる経済的不安と人間関係に関わる不安が大き
い。これに対応するため、借家に住む低所得高齢者
への公的支援や成年後見制度の周知徹底、使い勝手
の改善などの支援が求められる。

第３章　�人生100年時代における勤労者の「家計」の不
安と労働者自主福祉運動の役割

　勤労者の家計の不安に対応するためには、収入の
少ない勤労者ほど「定期的な貯蓄や投資の習慣」等
につながる金融リテラシーを自己防衛策としてもつこ
と、勤労者が収入に応じて適切な資産形成等の手段
を選択できる環境をつくることが必要である。
　しかし、本調査から世帯貯蓄等の方法をみると、定
期預金等の預金系が多く、税制優遇措置のある「財
形貯蓄」「つみたてＮＩＳＡ」「一般ＮＩＳＡ」「企業型
確定拠出年金（企業型ＤＣ）」「個人型確定拠出年金（ｉ
ＤｅＣｏ）」の活用は少ない。
　労働者自主福祉運動が取り組むべき課題として、共
助による金融リテラシーの強化、地域ネットワーク機
能の充実・強化が求められている。

第４章　�人生100年時代のリスクと生協の共
済に期待される役割

　70歳超の高齢期をみすえると、①医療・介護費用を
賄えるか、②日常生活費用を賄えるか、③認知機能の
低下に伴う生活上の困難に対応できるか、が主要なリ
スクであることが調査結果から明らかになった。

　これらのリスクに対して生協共済は何をすべきか。
①のリスクに対しては、現行の高齢期の医療・介護を
保障する医療保障を一層推進していくこと、②のリス
クに対しては、公的年金を補完する共済を一層推進し
ていくこと、③のリスクに対しては、認知症をカバーす
る共済の仕組みを提供すること、高齢者に対する地域
の生活支援体制を強化する事業に取り組むことが望ま
れる。

第５章　�老後生活の不安度と地域間格差～老後資金の準備、
社会資源、社会活動への参加状況の分析を通して～

　都市・地方別比較およびブロック別比較を通じて、
老後生活の不安を分析した。まず老後の経済的不安
を家計分野でみると、全体として不安は都市よりも地
方で大きいが、家計分野を構成する個別リスク項目で
は両者の差は小さい。なかでも「老後の資金の準備不
足」についてみると、不安感のブロック間の差は小さい。
　つぎに地域分野のなかの公共交通、医療、商業施
設といった社会的インフラに対する不安をみると、医
療や商業施設はブロック間の差はみられないが、公共
交通に対する不安はブロック間で大きな差がみられ
た。

「人生 100 年時代」長寿社会における新たな生き方・
暮らし方に関する調査研究委員会 研究体制

（役職名は 2020 年９月時点、［　］内は執筆分担）

主　査：今野浩一郎　�学習院大学名誉教授　［第１編、第
２編第１～３章］

委　員：丸山　　桂　上智大学教授　［第４編第１章］

　　　　藤森　克彦　�みずほ情報総研主席研究員、日本
福祉大学教授　［第４編第２章］

　　　　田口　和雄　高千穂大学教授　［第２編第６・７章］

　　　　藤波　美帆　�千葉経済大学准教授［第２編第４・
５章、第３編］

　　　　関山　　順　�全国労金協会専任参事・政策調査
室長［第４編第３章］

　　　　西尾　穂高　�前全労済協会主席研究員［第４編
第４章］

　　　　漆原　　肇　連合労働法制局長

　　　　陳　　浩展　連合企画局次長

事務局：新谷　信幸　連合総研事務局長

　　　　平川　則男　連合総研副所長［第４編第５章］

　　　　藤川　伸治　連合総研主任研究員（～ 2020年３月）

　　　　麻生　裕子　連合総研主任研究員
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　日本で新型コロナウイルスの感染拡大が始まってからお

よそ1年が経ちました。

　この間、波状的な感染の波は第3波を数え、日本での累

計患者数は43万人超、亡くなった方の数も阪神淡路大震災

での死者数を超える8千人に達し、厳しい状況が続いていま

す。この間、医療従事者の方々には、自らが感染する懸念

がある中でも懸命に患者の治療に従事して頂いており、感

謝の念しかありません（10年前の東日本大震災の際の

Fukushima 50の皆さんもそうでしたが、ご自身の職務に

対する責任感に心からの敬意を表します）。

　感染拡大が始まった当初は、早期収束への期待もありま

したが、世界各地で波状的な感染拡大が発生し、日本でも、

首都圏・大都市圏を中心に2度にわたる緊急事態宣言が発

出されました。その結果、国内外で人々の動きが止められ、

経済への影響も甚大なものとなっています。

　コロナ禍のこの1年の間に、私たちの雇用・労働にも重大

な変化が起こりました。

　コロナ禍が直接的に雇用に与えた影響は、厚労省が全国

のハローワークを通じて集めている「コロナ禍による解雇

等見込み労働者数」情報によると、月次ではピークだった

昨年6月の12,688 人から徐々に減っては来ているものの、

2021年2月でも5,412人が解雇見込みであり、2月26日

時点までの累計で9万人を超えています。このうち、正社員

は52.4％を占め、コロナ禍での雇用調整が正社員にも及ん

でいる実態が窺われます。

　コロナ禍の影響も含めた雇用者数の変化を労働力調査の

推移で見ると、2019年と2020年の９月時点比較では、

正社員数が48万人増に対し、非正規雇用労働者数は128

万人減となっています。パートタイマー・契約社員や派遣

労働者、アルバイトなど非正規雇用で働く人を中心に、労

働時間数の減少や雇止め、内定取り消しなどが発生し、雇

用の格差、セーフティネットの格差が顕わとなっています。

　雇用のセーフティネット政策の中心である失業手当につ

いてみてみると、失業手当（一般求職者給付）は給付期間

延長の特例もあり、受給者数は昨年12月時点で前年同月比

25％増の約50万人となっています。この間の雇用保険財

政をみると、近年の保険料率の引き下げに伴う収入減に加

え、離職者の急増とコロナ禍での特例措置による求職者給

付支給総額の増加により、2019年度末に4.4兆円あった失

業給付等の積立金残高（労使負担での積立）は2020年度

末には2.1兆円へと急減する見込みとなっています。もう一

つの雇用のセーフティネット政策である雇用調整助成金に

ついては、リーマンショック時を上回る給付の拡充が図ら

れていますが、財源となる積立金残高（事業主負担による

積立）は休業等の急増と特例措置に伴い、2019年度末の1.5

兆円が2020年度末には枯渇し、労使で積み立てている失

業給付等の積立金からの5千億円の借り入れでしのいでも、

残高は2千億円を切る水準となっています。補正予算で一

時的に積み増しされるものの、安定した税財源の手当が求

められます。

　もっとも、緊急事態宣言直後の昨年4月には、就業者のう

ち休業者数が昨年同月比で420万人増の約600万人へと急

増し、そのまま失業者急増につながりかねないとの懸念も

ありましたが、完全失業率は2020年10月に3.1％を付け

た後、概ね2％台後半で推移し、リーマンショック時の5.5％

に比べると各種の政策効果が出ているものと思われます。

　連合総研では、毎年4月、10月に行っている勤労者短観

調査でコロナ禍の影響を調査すると共に、本誌DIOでもコ

ロナ禍をテーマとする特集を組んできました。今年度の新

規研究として、コロナ禍の1年の間に普及した在宅勤務・テ

レワーク、IT利活用の拡大、対面コミュニケーションの減少

など、働き方の変化やそれらの中での格差の拡大、各種政

策効果の検証などを行い、これからの雇用・労働の変化と

今後の課題、働く者の生活がどのような影響を受け、どの

ように変化していくのかなどを多面的に検討するための調

査研究委員会（主査　玄田　有史　東京大学社会科学研究

所教授）を立ち上げています。

　今後、各方面のご指導を頂き、有意義な提言ができるよ

う研究を進めてまいりたいと思います。

コロナ禍の１年　これからの１年

九 段 南 だ よ り

九 段 南 だ よ り

連合総研　事務局長（専務理事）　新谷　信幸
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性とインクルージョンの意味を深く理
解し、施策に生かすことができたので
はないかと思う。また「ダイバーシテ
ィとは、ただ立場の違う人に意見を聞
いて終わる」ことではなく、「意思決
定にあらゆる人のアイデアを取り入れ
ることであり」、それが真のインクル
ージョンになるとタンは主張する。こ
ういうタンの思想があってこそ「ひと
りも置き去りにしない社会改革を実現
する」ことを目指していくことができ
るのだと思う。また多様性とは「到底
受け入れられない価値観であっても」

「そうした考え方がある」ことを知っ
ておくことが重要である、とも述べて
いる。
　「マイノリティであるからこそ、す
べての立場の人々に寄り添える」「マ
イノリティであるからこそ他の人には
見えない視点をもつことができるかも
しれない」そして、マイノリティの新
たな視点から提案された内容が合理的
であれば社会はよりよいものになって
いく、とタンは考えている。また、タ
ンは「本当に多様性を求めるなら、“見
ないようしている自分たちとは違う
人”を見るようにしなければならない」
と強調する。その上で、たとえ大きな
違いがあっても「全員に切り離せない
共通の価値観」があると認識し、「一
枚岩」ではなく、「こんな感じ」とい
う大まかな合意で進んでいけばよりた
くさんの人々と共存でき、より多様性
のある文化を実現できる、と主張する。

「一枚岩」を求めることは自動的に異
なる人を排除することになる。
　タンは、自らを「保守的アナキスト」
と称している。すなわち「保守主義」
とは社会が共通の価値観に合意するこ
とであり、伝統的価値を犠牲にしてま
で進歩一辺倒ではいけないと考える。
また「アナキズム」はさまざまに異な
る価値観があり混沌として「強制され

ることのない」場所に存在する。変革
を起こすためには「安全な居場所」が
必要である。安全な居場所があって初
めて人は他者を受け入れる。安全な居
場所さえあればどんな変革も強制や排
除なしで起こせるはず、というタンの
考え方は「衣食足りて礼節を知る」に
近い思想かもしれないと思った。
　また、国家の情報開示についてタン
は、「テクノロジーの進歩により真の
透明性をもたらし、国家は常に情報を
開示し、可視化していくことは国民か
らの信頼を得るための方策」であると
考えている。しかし、「信頼と実行を
伴わない情報の共有だけでは実は何も
変わらない」「情報の共有を強要する
が、その情報を得て何も行動をおこし
ていない、すると信頼関係は生まれな
いから、何も変わらない」とタンは考
える。これは身近でもありそうな話で
あると共感する。
　また、「AIは脅威か？人間にとって
代わられるのではないか？」という問
いに対しては「スキルセット」を重視
していればロボットは仕事を奪う敵に
なるだろう。しかし、AIの進化による
影響については、労働力や労働の質が
本題ではなく、どこに価値を置くかと
いう議論であるとタンは主張する。「自
主性」「相互関係」「共通の価値観」を
大切にするならば、AIは単なる補助的
知能に過ぎず、自分を助けてくれる良
いものだ、というくだりは、仕事の未
来を考える上で私に大きな示唆を与え
てくれた。
　最後にタンからのメッセージを。「自
分がどんな人であるか表現することが
自由であり、自分が自由を手に入れた
らみんなを自由にする。自由を共有す
ることが、私たちがつくる自由への道
です。」

ードリー・タンは、今や最も有
名な政治家かもしれない。台湾

のデジタル担当政務委員（大臣）であ
り、新型コロナウイルス対策でマスク
在庫確認アプリ「マスク・マップ」を
導入した。日本中の人々がマスク不足
に大混乱している時に、この40歳の
大臣は台湾の人々の不安を払拭し、一
躍世界で有名になった。IQ180、14
歳で中学中退、16歳で起業、35歳で
入閣、しかもトランスジェンダー。タ
ンが天才であることは間違いない。こ
のような的確な政策決定ができる若き
天才を大臣にする台湾の人々と政府の
判断に敬意を表する。しかし、それに
加えてトランスジェンダーであること
がマスコミで強調され過ぎてはいない
か、大臣としての政策決定の的確さと
トランスジェンダーは関係ないのでは
ないか、と私は考えていた。しかし、
私の考えをこの本は一掃した。
　タンの思想の根底には、「多様性の
尊重」があり、様々な施策もこの思想
から生まれている。自身マイノリティ
であったタンは、「男」「女」「右利き」
これら誰かが知らないうちに決めた

「正しさ」に合わせなければならなか
った経験が数多くあり、それ故、多様

石
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オードリー・タン 著
クーリエ・ジャポン編集チーム 著
講談社
定価1,400円（税別）

『自由への手紙』

多様性を生かしながらの改革は、
信頼関係と「大まかな合意」で

オ

最近の書棚から
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今月のデータ
2年前に比べ2倍以上の停止率となるものの、
いまだ21%にとどまり、一層の取り組みが必要

信号機のない横断歩道での歩行者横断時における車の一時停止状況全国調査（2020年調査結果）　
JAF一般社団法人　日本自動車連盟

　実は2年ほど前、このコーナーで同様のデータを取り上げさせてい

ただいた。その時の見出しは「一時停止しない車の割合、驚愕の9割超。

一刻も早い改善が求められる深刻な交通マナー」としている。

　ご存じのとおり、信号のない横断では、運転者は歩行者がいるか

どうか確認できるよう減速しなければならないし、歩行者がいる場

合には安全に渡れるよう車は停止しなければならない。これがルー

ルである。

　にもかかわらず、その記事で取り上げた2018年のデータでは、停

止する車は全国平均で8.6％（表1）。法律で定められたルールを9割

の人間が守らないというのは一体どういうことなのか、非常に腹立

たしく感じながら、記事を書いたことを覚えている。

　文中には、私が体を張って横断歩道に進行してくる車を停止させ

る日々の取り組みも、紹介している。車がやってくる横断歩道に、気

合で足を踏み込んでいくのである。スピードを落とさない車も多い

が、ひるまずに運転手を睨みつけつつさらに歩き続けると、多くは

急停止する。しかし、中にはスピードを落とさず反対車線にはみ出

しつつ私を避けていく車もある、などという話を書いている。

　さて。実は、最近これに変化を感じていたのである。

　つまりどういうことかというと、気合で横断歩道に踏み込もうと

すると、その前に停止する車がずいぶん増えたのである。逆にこち

らは拍子抜けで、いやこりゃどうもありがとう、という感じで手刀

を切りつつ足早に渡らせてもらう、という場合が多くなった。むろ

ん運転手を睨みつける必要などない。自動車側のマナーが向上した

ことで、いつの間にやら私の攻撃的な態度も変化し、平和な路上の

情景に変わったのである。

　しっかりと停止する車が増えた、という実感は正しかったらしい。

以前むかっ腹を立てながら記事を書いた2019年時点（データは

2018年）では全国平均で8.6%だったものが、2年後の2020年デー

タでは21.3%に大きく上昇している（表1）。というか、2018年か

ら急に上昇しているが、いったい何があったんだろう。

　それでも、8割の車が停止していないことを考えると、喜んでいる

場合ではない。8割の車の運転手が、日々犯罪に手を染めているわけ

だから。一刻も早く、100%にもっていかなければならない。

　関連する記事を探していると、「車側のマナー向上とあわせ歩行者

側の意識向上の取り組みが必要な時期」という記述を見かけた。た

しかに、運転手に横断の意思を明確に伝える動作など、歩行者側に

も工夫の余地がある（実は横断歩道の近所でぼんやり立っていたら

車に止まられてしまったことがあり、やむを得ず用事もないのに渡

ったことがある）。いわれてみれば、それもまた必要なことである。

　ところで、2年前の記事で全国ぶっちぎりの低い停止率を誇ってい

た栃木県は、何とか最下位を脱出したようである（（表２、表３）今

度は宮城、東京あたりがやばい）。栃木県の新聞記事にもなっていた。

全国が、こういう数字で競い合うのもいいことだろう。

表1　信号機のない横断歩道における車の一時停止率の推移（全国平均）
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表2　信号機のない横断歩道における車の一時停止率（2020年全国）

表3　信号機のない横断歩道における車の一時停止率（全国）

DIO 2021, 3―  27  ―




